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会計情報ディスクロージャーの動向
―とくにわが国の事例を中心として一
山上達人
会計情報のディスクロージャーは，企業経営の重要課題である。日本会計
研究学会・スタディグループ「会計情報ディ．スクロージャー委員会」では，
「会計情報ディスクロージャーの硯状・課題・展望」をテーマに2年間の共
同研究を行い，とくに「社会関連情報の開示」に焦点をあててその成果を発
表した。すなわち，社会関連情報ディスクロージャーの理論面の研究と， ド
イツ・イギリス・アメリカ・フランスおよぴわが国の社会関連情報ディスク
(l) 
ロージャーの実態の解明を行った。
この委員会報告においても明らかなように， 会計情報ディスクロージャ
ー，とくに社会関連情報の開示は，世界各国において活発に行われている。
しかし，わが国の制度会計（商法会計・証取法会計）においては，その開示
は諸外国に比べてまだすくない。そこで，本稿においては，とくにわが国の
事例を中心として，制度会計（商法・証取法上の報告書）および非制度会計
（制度会計以外の「会社報告書」， 例えば事業報告書・英文報告書・広報用
報告書など）における会計情報のディスクロージャー問題，とくに最近の証
取法改正の動向などを中心にみてみることとする。そしてその場合，広く会
計ディスクロージャー全般を取上げるが， 問題意識を「社会関連情報の開
(2) 
示」におき，実際企業 (MA社）の事例にもふれてみることとする。
(1) 日本会計研究学会・スクディグループ報告「会計情報ディスクロージャーの現
状・課題・展望」（第 1 年度報告•第 2年度報告），昭和62年・ 63年。
(2) 拙著「硯代企業の経営分析」（白桃書房）昭和63年において， MA社の事例に
そくして説述したので，本稿は，その後の動きを中心にみてみる。
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I 各国の会計情報ディスクロージャーの現状
わが国の会計情報ディスクロージャーの現状をみるに先立って，まず各国
の現状について素描しておこう。
最近における各国の社会関連情報，ひいては社会関連会計の展開は活発で
(1) 
あるが，これら各国における会計情報ディスクロージャー，とくに「社会関
連情報の開示」について特徴づけてみるとつぎのようである。詳しくは，前
捐の「スタディグループ報告」を参照されたいが， この委員会では， 「フォ
ーチュン」誌の世界の企業 (1985年度）にランクされている上位企業各国約
50社を対象とし，調査を行っている。そして，これらの企業は売上高順の上
位企業で製造業が対象となっている。回収状況（回収率）は， ドイツ81.8%
（回収企業45社／調査対象企業55社），イギリス74.0%(37/50社），アメリ
ヵ81.8%(45/5叫）， フランス77.8%(28/3位上）となっている。いま，
(2) 
その開示状況をみると，表1-1のようである。なお，これらの数値は，それ
表1-1 各国の「社会関連情報の開示状況」（年次報告書）
国別 I ¥＼門「研究開発 1環境保護 「地域社会 1「国際活動 「従業員関係」関係」関係」関係」 1 関係」
ドイツ 82.2彩 51.1彩 28.9彩 77.8% I 100.0彩
イギリス 38.8 I 5.4 I 27.0 I 78.4 I 94.6 
アメリカ 75.6 I 28.9 I 51.1 I 86.7 I 95.6 
フランス 82.1 I 17.9 I 50.0 I 96.4 I 89.3 
ぞれの事項の内訳項目のうち最も多い項目の数値をとっており，また制度会
計上の「年次報告書」のものである。表からも明らかなように，これら各国
においては，制度会計上，積極的なディスクロージャーが行われており，と
(1) 例えば， T. A. Lee: Developments in Financial Reporting, 1981や R.
Gray, D. Owen & K. Maunders: Corporate Social Reporting, 1987など
参照。
(2) 前掲「会計梢報ディスクロージャー委員会」報告，および拙稿「会計情報とデ
ィスクロー ジャー 」（会計） 132-3参照。
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くに「環境保護」（ドイツ）， 「地域社会」（アメリカ）， 「従業員」（ドイツ）
などの領域において活発な開示が行われている。なお，このほか， ドイツ・
イギリス・フランスにおいては， 「創造価値」， 「付加価値」についての報告
(3) 
が，それぞれ42.2%,24.3彩， 25彩と多くみられるのが特徴となっている。
これに対して，後述するように，・わが国の制度会計における社会関連情報
の開示はすくない。そこで，制度会計以外の「会社報告書」について，その
開示状況をみると，つぎのようである。回収状況（回収率）は94.2彩 (49/
(4) 
52社）で，その開示内容は表1-2のようである。なお，前掲の諸外国とは
表1-2 わが国の「社会関連情報の開示状況」（非制度会計）．
］五五五『---二四ー□」「腐畠贋」 1「置昌暮」 1「羹昌贔」 I場胃雇」 1惰戸晨」
事業報告書49社(100.0彩） 3sc11.6)I o< o.o) I 6(12.2) I 23(46.9) I 21<42.9) 
英文報告書47社<95.9) I 41(87.2) I 3(6.4) I 9(19.1) I 35(74.5) I 12(25.5) 
広報用報告書49社(100.0 ) I 41(83. 7) I 13(26.5) I 25(51.0) I 39(79.6) I 17(34. 7) 
報告書の種類（諸外国は制度会計上，わが国は非制度会計上の報告書）が異
なっているので，単純に比較することはできないが，会社報告書とくに広報
用報告書においてかなりの開示がみられるのが硯状である。
Il わが国会計情報ディスクロージャーの規定
つづいて，わが国の会計情報ディスクロージャーの規定についてみてみよ
う。周知のように，わが国においては，制度会計として，‘証取法規定と商法
規定とがある。これも周知のところであるが，証取法は昭和24年に「国民経
済の適切な運営及び投資者の保護に資するため」公表されたものであり，株
式の民主化を目的としたものである。この証取法によって「投資者保護」目
的の開示制度が制度化されたが，細則として，昭和38年（昭和57年改正）に
(3) ヨー ロッパ各国の付加価値会計については， 拙著「付加価値会計の研究」（有
斐閣），昭和59年参照。
(4) 前掲「会計情報ディスクロージャー委員会」報告参照。
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いわゆる「財務諸表規則」（大蔵省令「財務諸表等の用語，様式及び作成方
法に関する規則」）が制定されている。 これに対して， わが国商法は，古く
明治32年にドイツ商法をもとに制定されたものであるが，その後，英米法の
影響を強くうけた改正が行われてきた。商法は，本来「債権者保護」の立場
にたち，財産法的な計算休系を基礎とするものであるが，現在では損益法的
な計算休系をも導入し，最近では昭和37年・昭和49年・昭和56年と改正され，
今日に至っている。また，昭和38年（昭和57年改正）には，いわゆる「計算
書類規則」（法務省令「株式会社の貸借対照表， 損益計算書，営業報告書及
び付属明細書に関する規則」）が制定され， 計算書類の記載内容・様式が規
定されている。
表2-1 MA社の「有価証券報告書」（第81期）
第1 会社の概況
1 会社の沿革
2 資本金の推移
3 株式の総数
4 株式の状況
5 1株当り配当等の推移
6 株価及び株式売買高の推移
7 役員の状況
8 従業員の状況
第2 事業の概況
1 会社の目的及び事業の内容
2 経営上の重要な契約
3 研究開発活動
第3 営業の状況
1 概況
2 生産能力
3 生産実績
4 受注状況と生産計画
5 販売実績
第4 設備の状況
1 設備
2 設備の新設，重要な拡充若し
くは改修又はこれらの計画
第5 経理の状況
監査報告書
1 財務諸表
(1) 貸借対照表
(2) 損益計算書
(3) 利益金処分計算書
(4) 付属明細表
2 主な資産・負債及び収支の内
容
3 資金収支の状況
4 その他
第6 関係会社に関する事項
1 親会社に隣する事項
2 子会社に関する事項
3 関連会社に関する事項
4 その他の関係会社に関する事
項
5 連結財務諸表に関する事項
第7 株式事務の概要
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そこで，つづいて証取法・商法上の会計ディスクロージャーについてみる
と，これも周知のところであるが，証取法•財務諸表規則では，有価証券報
告書（流通市場）の提出が証取法第24条にもとづいて規定されている。そこ
(1) 
で， MA社の有価証券報告書の記載内容をみると，表2-1のようである。
これに対して，商法・計算書類規則においては，商法第281条の規定にもとづ
いて，計算書類等として，貸借対照表・損益計算書・営業報告書•利益処分
又は損失処理に関する議案（利益処分計算書）， および付属明細書の作成が
義務づけられている。そこで， MA社の商法上の「営業報告書」（一般に「計
算書類等」のことを，広義に総称している）の記載内容をみると，表2-2
(2) 
のようである。
上のように， わが国の制度会計においては， 証取法と商法が中心である
が，会計情報ディスクロー・ジャーとしてはさらに制度に規定されない報告書
表2-2 MA社の「営業報告書」（第81期）
1 営業の概況
(1) 当期の営業の経過及び成果
(2) 今後の見通しと課題
(3) 営業成績及び財産の状況の推移
2 会社の現況
(1) 主要な事業内容
(2) 主な営業所及び工場
(3) 株式の状況
(4) 当該営業年度における取締役及ぴ監査役
(5) 従業員の状況
(6) 企業結合の状況
(7) 決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実
貸借対照表
損益計算書
利益処分案
監査報告書（会計監査人・監査役）
議決権行使についての参考書類
(1) 「有価証券報告書総覧」，昭和6疎こ3月参照。
(2) 「営業報告書」 (No.126，第81期），昭和63年3月参照。
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がある。例えば，株主総会後に株主などに任意に報告される「事業報告書」
ゃ，英文による報告書（「アニュアル・レボート」）， さらには会社のPRの
ために発行する各種の会社案内（いわゆる「広報用報告書」） などがその典
型である。そこで，ここでは，これらの事業報告書・英文報告書・広報用報
告書などを「会社報告書」と総称し，とくに実際企業 (MA社）の事例を中
心に，その内容やとくに社会関連情報の開示についてみてみよう。
(3) 
まず， MA社においては，事業報告書（表2-8参照）において， 「会社
の概要」・「株主のみなさまへ（社長）」のメッセージの後，「新製品(Human
Electronics)」， 「経営の動き， トピックス」， 「随想（会長）」， 「国際トピッ
クス」がつづき，その後で「事業報告（貸借対照表の要旨，損益計算書の要
旨，利益処分）」が記載され， ついで「営業の概況（業績の推移・部門別売
上比率推移・連結決算概要）」が記載されて
いる。このように，事業報告書は商法上の営
業報告書（広義）を簡単にし，また写真や図
表・グラフを多くとりいれ，できるだけ分か
りやすい形で編集されているのが特徴で，そ
のなかには，「新製品（研究開発活動）」，「地
域社会（「経営の動き， トピックス」のな
か）」， 「国際関係（「国際トピックス」）など
の社会関連情報も盛りこまれているのが特徴
であるといえる。これに対して，英文報告書
（アニュアル・レボート）においては（表2
(4) 
-4参照），「財務ハイライト」，「連結関連会
社」，「会長，社長からのメッセージ」，「技術
革新への挑戦（グロバリセ・ーションの新世
代，技術革新・新製品分野へのハイテクの拡
(3) 「事業報告」，昭和63年3月参照。
(4) Cf. "Annual Report 1988" 
表2-3 MA社の「事業報告
書」（第81期）
会社の概要
株主へ（社長）
新製品
製品別（略）
経営の動き・トピックス
項目別（略）
随想（会長）
国際トピックス
項目別（略）
事業報告
貸借対照表の要旨
損益計算書の要旨
利益処分
営業の概況
業績の推移
部門別売上比率推移
連結決算概要
会計情報ディスクロー ジャー の動向（山上） （293)7 
表2-4 MA社の「アニュアル・レポー ト」（第81期）
Financial Highlights 
Consolidated Companies 
From the Chairman and the President 
The Challenge of Innovation 
A New Era of Globalization 
High-Tech Expansion into Innovative New Products Areas 
Departmental Activities 
Video Equipment 
Audio Equipment 
Communication and Industrial Equipment 
Energy and Kitchen-Related Products 
Financial Summary 
Financial Review 
Consolidated Statements of Income 
Consolidated Balance Sheets 
Consolidated Statements of Surplus 
Consolidated Statements of Change in Financial Position 
Notes to Consolidated Financial Statements 
Report of Independent Public Accountants 
Members of the Board 
Corporate Information 
Overseas Organizations 
MA : Growing Through Service 
充）」，「部門別活動」， 「財務の要約」， 「財務のレビュー」が記載され，つづ
いて「連結損益計算書」，「連結貸借対照表」，「連結剰余金報告書」，「連結財
政状態変動表」が示され， ついで「連結財務諸表のノート」．があり， 「独立
会計士の報告」， 「取締役会のメンバー 」， 「会社情報」， 「海外組織」が示さ
れ，最後に「サービスによる成長」が記載されている。上のことからも明ら
かなように，ここでは「技術革新」や「海外組織」などがディスクローズさ
れ，また「サービスによる成長」など社会関連情報の開示がみられるのが特
徴である。
(5) 
最後に， MA社の最近の広報用報告書（表2-5参照）においては， Hu-
(5) 「心を満たす先端技術―HumanElectronics」（会社案内），参照。
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表2-5 MA社の「会社のあんない」
一心を満たす先端技術HumanElectronics— 
相談役あいさつ
会長・社長あいさつ
会社の概要
製品開発の歴史
生活関連分野
HA （ホーム・オートメーション）・ニューメディア
ニュー AV（オーディオ・ビジュアル）
家庭電化製品
住宅設備
情報・産業分野
情報・通信
OA（オフィス・オートメーション）
FA（ファクトリー・オートメーション）・産業機器
システム
研究・開発活動
研究・開発体制
半導体技術
基礎材料技術
要素技術
応用技術
海外事業活動
海外生産
技術移転
海外活動
販売・サービス／社会文化活動
品質管理
販売・サービス活動
福利厚生・社会活動
略史
主な製品
man Electronics(「心を満たす先端技術」）という題目で冊子が公表されて
いる。 その内容をみると， 「相談役・会長・社長のあいさつ」につづいて，
「会社の概要」， 「製品開発の歴史」， 「生活関連分野 (HA・ニューメディ
ア・ニューAV・家庭電化製品・住宅設備）」， 「情報・産業分野（情報・通
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信， OA,FA,産業機器， システム）」， 「研究・開発活動（研究・開発体
制，半導体技術，基礎材料技術，要素技術，応用技術）」，「海外事業活動（海
外生産・技術移転•海外活動）」， 「販売・サービス／社会文化活動（品質管
理・販売サービス活動・福利厚生・社会活動）」， 「略史」， 「主な製品」がそ
の内容となっている。 そのうち， 「相談役あいさつ」には「日に新たな経営
を」，「会長・社長あいさつ」には「国際的な総合エレクトロニクスメーカー
をめざして」と述べられており，各関連分野ごとに新製品の紹介が行われ，
それぞれの分野ごとにキャッチフレーズが紹介されている。そのうち，とく
に社会関連情報に関係のあるものをみると，「快適な暮らしと住環境をつく
る一家庭電化製品・住宅設備」，「豊かで創造的な社会をめざして一情報・産
業分野」，「人間尊重のオフィスづくりをめざすーOA（オフィス・オートメ
シーョン）」， 「社会や文化の発展に貢献するーシステム」，「エレクトロニク
スの可能性の追求（研究・開発体制）」， 「真の国際企業をめざして一海外事
業活動」，「その国の発展と豊かな暮らしをめざしてー海外生産」，「その国の
人々による，その国に根ざした商品開発ー技術移転」，「世界の繁栄と人びと
の幸福を願って一海外活動」，「人々に愛される企業をめざして一販売・サー
ビス／社会文化活動」，「信頼される商品づくりとサービスで社会と共に歩む
一品質管理／販売・サービス活動」，「人材の育成と積極的な社会貢献ー福利
厚生・社会活動」などがあり，いずれも社会関連情報としてディスクローズ
されている。
以上で述べたように，これらの「会社報告書」とくに広報用報告書におい
ては，制度会計で報告されていないようなディスクロージャーが行われてお
(6) 
り，とくに社会関連情報が多くみられるのが特徴であると思われる。
(6) わが国の社会関連情報ディスクロージャーの硯状については，拙稿「社会関連
情報とその開示」（経営研究） 38ー 1, および拙稿「わが国会社報告書と社会関
連情報の開示」（経営研究） 38ー 5参照。
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IT わが国会計規定の最近の動向ーとくに証取法会計に
ついて
わが国の会計情報ディスクロージャーは多くの問題点をもっている。とく
に，そのうち「社会関連情報のディスクロージャー」については，わが国の
制度会計上の規定は諸外国よりも立ちおくれている。そこで，ここでは，こ
のような点を問題意識としてもちながら，会計情報ディスクロージャーの全
般について，最近の証取法改正の動向についてみてみる。
周知のように，最近，証取法において改正の動向が盛んである（表3-1
参嶽1)0
表3-1 証取法調係の改正（主要動向のみ）
(1) 証券取引法に基づくディスクロージャー制度における財務情報の充実につい
て（中間報告） （昭61.10.31)
(2) 有価証券届出省令・通達；財務諸表規則•取扱要領等の一部改正
（昭62.4.1)
(3) セグメント情報の開示に関する意見書；セグメント情報の開示基準
（昭和63.5.26)
(4) 企業内容等の開示に関する省令；同取扱通達（昭和63.9.20)
最近の証取法上のディスクロージャー改正の出発点となったのは， 「証券
取引法に基づくディスクロージャー制度における財務情報の充実について
（中間報告）」（昭和61年10月31日）である。ここでは，①連結財務諸表の取
扱いについて，③資金繰り情報の改善について，⑧セグメント情報の充実に
ついて， ④四半期報告制度の導入についての4項目にわたって， 「現状及ぴ
問題点」，「考え方」及び「今後の取扱い（対応）」について報告されている。
この「中間報告」の前文によると， 「最近の我が国企業の資金調達その他経
営活動の多角化・国際化等の進展に伴い，証券取引法に基づくディスクロー
(1) これらの一連の動きについては，例えば「ディスクロージャー制度関連改正省
令・通達の総点検」（企業会計） 40-5をはじめ，関係雑誌その他参照。
会計情報ディスクロー ジャー の動向（山上） （297)11 
ジャー制度をめぐる環境は著しく変化してきている。このような変化に対応
するため，硯行のディスクロージャー制度全般について，届出手続の筒素化
と開示内容の充実の両面から見直しの必要性が高まってきている」として，
「投資者に対して企業実態を適正に反映した的確な情報を提供する必要があ
るとの観点から，硯行ディスクロージャー制度の開示内容面における財務情
報の一層の改善・充実をはかるため」提案されたと述べられている。 そし
て，①連結財務諸表については，個別財務諸表と同時に発表するようその早
期化が提案されており，③資金繰り情報については，資金の範囲を拡大し，
資金収支を「事業活動に伴う収支」と「資金調達活動に伴う収支」に区分し
た「資金収支表」が提案されている。 そして． ⑧セグメント情報について
は，今後の検討課題とされ，④四半期報告制度の導入については，この時点
での結論は時期尚早と考えられている。このように，この「中間報告」では
かなり積極的なディスクロージャーヘの動きがみられるが， これをうけて
「連結財務諸表」と「資金収支表」については，その実現が進められること
となった。
証取法改正の第2のステップは， 「有価証券届出省令・通達， 財務諸表規
則•取扱要領等の一部改正」（昭和62年 4 月 1 日）である。 この改正は前述
の「中間報告」をうけて行われたものであるが，ここでは，そのうちの二三
の関連事項に限定してみてみる。まず「会計報告書の種類」に関するものと
しては，前述の連結情報と資金収支表がある。すなわち，連結情報について
は， 2年間の準備期間をおいて，昭和63年4月1日以後最初に開始する事業
年度終了の日後に提出される有価証券報告書及び有価証券届出書から同時提
出とされるようになり，資金収支表については，前述の「中間報告」で提案
された「資金収支表の様式」にもとづいて，そのほかの有価証券届出書（第
2号様式及び第2号の2様式）や有価証券報告書（第3号及び第4号様式）
の内容の一つとして，昭和63年1月1日以後終了する事業年度分の有価証券
報告書から適用されるようになった。 なお，このうち， 「資金収支表」の様
式やMA社の事例については次節で具体的に取りあげることとする。
12(298) 第 33巻第4• 5号
こ．の証取法関係の一部改正においては，有価証券届出書や有価証券報告書
の内容について改正がみられるが，とくに有価証券報告書については，（1）会
社の概況（①会社の沿革，R資本金の推移，⑧1株当り配当等の推移，④役
員の状況，⑤従業員の状況），（2）事業の概況，（3）営業の状況，（4）設備の状況，
(5)経理の状況，（6）関係会社に関する事項などについて改正されている。そこ
で，ここではそのなかで，とくに「経理の状況」についての改正が重要と思
われるので，この点に焦点をあててみてみよう。
経理の状況に関しては， 「販売費及び一般管理費の表示方法」， 「関係会社
に係る科目の表示方法」，「一株当り当期純損益」，「有価証券の所有目的の変
更」，「硯・預金の内訳」，「資金繰り状況（前述）」などの改正がみられるが，
ここでは，そのなかで「販売費及ぴ一般管理費の表示方法」を取りあげてみ
る。この項目についての改正は， 「損益計算書の一覧性及び明瞭性を高める
(2) 
ため」， 主要な費目による掲記または注記を隠めたことである。 なお，主要
な費目とは， 「減価償却費， 引当金繰入額，及びこれら以外の費目でその金
額が販売費及び一般管理費の合計額の100分の5を超える費目をいう」とさ
れている。すなわち，従来の「販売費及ぴ一般管理費は，適当と駆められる
費目に分類し，当該費用を示す名称を付した科目をもって掲記しなければな
らない」（「財務諸表規則」第85条）という「全項目表示形式」が， 新しく
「ただし，販売費の科目又は一般管理費の科目に一括して掲記し，その主要
な費目及び金額を注記することを妨げない」（同第85条） という但し書が追
加され， 「一括表示・注記形式」への移行が隠められたことである。この但
し書は， 前にみたように， 「損益計算書の一覧性及び明瞭性を高めるため」
（大蔵省担当官）という目的のものであるが，これは明らかな改悪であり，
ディスクロージャーの方向と逆行する措置であるといえる。 この規定（「但
し書」の追加）によって，次節で具休的にみるように，わが国の上場会社の
ディスクロージャーのうち，最も重要な部分の一つである損益計算書の販売
(2) 藤田厚生「改正省令・通達に基づく有価証券報告書の記戦上の留意点一経理の
状況」（企業会計）前掲号など参照。
会計情報ディスクロー ジャー の動向（山上） （299)13 
費及び一般管理費項目が「全項目開示」ではなくなり，そのため例えば，従
業員関係の支出費目などの重要な項目がディスクローズされなくなってしま
っている。社会関連情報とくに従業員関係情報にとっても重要な後退であ
り，早急に改められることが必要であろう。
なお，財務諸表規則第85条の改正にともなって，財務諸表規則取扱要領の
第156の2，第156の3が追加改正されている。すなわち， 前にもみたよう
に，前者においては， 「販売費に属する費用と一般管理費に属する費用のお
およその割合」の注記を認めたものであり，後者は「主要な費目」として，
「減価償却費，引当金繰入額及びこれら以外の費目でその金額が販売費及び
一般管理費の合計額の 100分の5を超える費目とする」と，その項目を指定
したものであるが，この規定によって損益計算書はますます内容的に不明瞭
なものとなってしまうと思われる。
ついで，第3の証取法関係の改正のステップは， 「セグメント情報の開示
に関する意見書・セグメント情報の開示基準」（昭和63年5月26日）である。
この意見書は，前述の「中間報告」をうけて，前者においては「①セグメン
ト情報の開示基準の設定について」，「③セグメント情報開示制度の運用等に
ついて」，後者については，「①セグメント情報の定義及び種類」，「③開示す
べきセグメント情報」，「⑧セグメント情報の開示方法 (1事業の種類別セグ
メント情報の開示， 2親会社及ぴ子会社の所在地別セグメント情報の開示，
3海外売上高の開示）」などを提案したものであり， 昭和65年4年1日以後
に開始する事業年度から開示せしめるよう措置することが適当であると述べ
られている。
なお，第4の「企業内容等の開示に関する省令，同取扱要領」が最近（昭
和63年9月20日）発表され，上の一連の証取法関係の改正が集約されている
が，これらについては，発表後まだ日が浅いので，ここでは公表の指摘のみ
にとどめる。
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W わが国会計ディスクロージャーの事例
-MA社について
前節で，わが国の最近の証取法会計のディスクロージャー改正の動向を箇
単にみたが，ついで，とくに「資金収支表」と「損益計算書内容」について
の改正について， MA社の事例にもとづいてみてみよう。
従来，証取法においては，「資金情報」としては，「資金繰状況」という項
目のもとに， 「①最近の資金実績， ③今後の資金計画」が有価証券報告書に
添付されていたが，前述の企業会計審議会からの「中間報告」をうけて，現
在では「資金収支表」を添付するよう改正された（前述）。 この資金収支表
は，中問報告の様式によると， I「事業活動に伴う収支」（「収入」…1営業
収入， 2営業外収入， 3有形固定資産売却等収入；「支出」…1営業支出， 2 
営業外支出， 3有形固定資産取得等支出， 4決算支出等）と9 ]I「資金調達
活動に伴う収支」（「収入」・・・1短期借入金， 2割引手形， 3長期借入金， 4 
社債発行， 5増資， 6その他の収入；「支出」…1短期借入金返済， 2長期借
入金返済， 3社債償還， 4その他の支出）の二つに大きくわけ，それらの差
引・合計をIlI「当期総合資金収支尻」として集計したものである。なお，こ
れからw「低価法適用に伴う評価損等調整額」や， V 「期首資金残高」を調
整して，最終的にVI「期末資金残高」を計算するようになっているが，一番
の中心は「事業活動に伴う収支」と「資金調達活動に伴う収支」とに二区分
したことが特徴である。これを以前の「資金繰状況」と比べると，従来では
資金実績と資金計画について， 「収入の部（営業収入•その他収入）」と，
「支出の部（材料及び商品代・人件費・諸経費・設備費・支払利息・配当
金・税金•その他支出）」の二項目に分類して表示していたが， それに比べ
るとかなり整備されたものとみることができる。なお， MA社の「資金収支
(1) 
の状況」を参考までに示すと，付表2のようである。
(1) 「有価証券報告書総覧」 50~1ペー ジ，昭和63年3月参照。
会計情報ディスクロージャーの動向（山上） （301)15 
つぎに，前節でみた損益計算書の「販売費及び一般管理費の表示」につい
てみてみよう。 MA社の損益計算書においては，「W販売費及び一般管理費」
は一括表示で注記形式で示されている （損益計算書については， 付表1参
(2) (3) 
照）。いま， その内容を示すと，表4-1のようである。そこで，そのうち
表4-1 MA社の「販売費及び一般管理費」の注記事項
（損益計算書関係） （単位：百万円）
摘 要 I 第 80 期 I 第 81 期
（注）このうち主要なものは次のとおりである。
販 売 直 接 費 48,067 201,991 
販売促進引当金繰入額 16,588 19,549 
広 告 に旦 伝 費 8,572 31,980 
国際花と緑博出展引当金繰入額 280 280 
販 売 助 成 費 8,321 19,526 
貸倒引当金繰入額 1,006 
従業員給与手当 40,688 119,713 
退職給与引当金繰入額 2,991 6,610 
運 送 費 9,539 29,454 
減 価 償 却 費 5,041 18,042 
製品保証等引当金繰入額 582 1,588 
事業税・租税課金 6,176 30,368 
販売費及び一般管理費のうち販売費の割合 約 54彩 約 55彩
とくに従業員関係情報（人件費関係）についてみると，「従業員給与手当」
と「退職給与引当金繰入額」の二つがみられるだけであり，それ以外の項目
は全体の100分の5以下であるということで割愛されている。参考までに，
旧規定適用の損益計算書をみると，販売書及び一般管理費は表4-2のよう
•(4) 
に掲示されている。 そのうち，とくに従業員関係情報としては， 「5役員給
与， 6従業員給与手当， 7退職給与引当金繰入額， 8退職年金掛金， 9厚生
費」の5項目が掲記されている。これに対して，新規定では，前にみたよう
(2) 「有価証券報告書総覧」 28ページ，昭和63年3月参照。
(3) 「有価証券報告書総覧」 35ページ，昭和63年3月参照。
(4) 「有価証券報告書総覧」 23~4ページ，昭和61月11月参照。
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表4-2 MA社の「損益計算書」（販売費及び一殻管理費の内容）
（単位：百万円）
第 79 期
科 目
1 構成比金 額
％ 
w 販売費及び一般管理費
1 販売直接費 172,654 
2 販売促進引当金繰入額 12,629 
3 広告宣伝費 24,378 
4 販売助成費 22,429 
5 役員給与 642 
6 従業員給与手当 114,640 
7 退職給与引当金繰入額 3,686 
8 退職年金掛金 1,803 
9 厚生費 6,010 
10 運送費 26,643 
11 旅費交通費 13,811 
12 通信費 4,110 
13 消耗品費 6,716 
14 賃借料 15,267 
15 減価償却費 18,577 
16 修繕費 4,939 
17 事業税 23,800 
18 租税課金 4,581 
19 その他 14,490 491,814 15.6 
に，「従業員給与手当」と「退職給与引当金繰入額」の2項目となっており，
不十分なディスクロージャーとなっている。すなわち，正確な従業員関係情
報としては不十分であり，企業にとって最も重要な従業員情報が欠落するこ
ととなり，ディスクロージャー問題に対して重要な問題を残すこととなって
いる。この点，例えば， ドイツやフランスの社会貸借対照表，あるいは創造
価値計算書や，イギリスの雇用報告書などにおいては，従業員関係の開示が
ますます盛んになりつつあることを考えると，明らかにディスクロージャー
(5) 
の流れとしては逆の方向にあるように思われる。早急に「全項目表示形式」
(5) 各国の社会関連会計の環状については．拙著「社会関連会計の展開」⑥即」書
店），昭和61年参照。
会計情報ディスクロー ジャー の動向（山上） （303)17 
に戻るべきであると考えられる。
?? ??
＊ 
以上，会計情報ディスクロ ジーャー ， とくに社会関連情報の開示につい
て，①まず，各国のディスクロージャーの硯状をみ，③ついで，わが国の会
計ディスクロージャーの規定（制度会計）や会社報告書（非制度会計）の現』
状にふれ，⑧これらの考察をもとに，最近におけるわが国の制度会計とくに
証取法会計の改正動向を追い， ④最後に， そのうちとくに「資金収支の状
況」や「損益計算書：販売費及び一般管理費の表示方法」に焦点をあてて，
実際企業 (MA社）の事例についてみてみた。
行論からも明らかなように，最近のわが国の会計ディスクロージャーの方
向には，二つの相い反する方向がみられる。その一つは，連結情報やセグメ
ント情報などにみられるように，諸外国からのインパクトをうけて，ディス
クロージャーを拡充していこうとする方向であり，これは現代企業の実態が
多様化するにつれて，その内容をより的確に把握，開示しようとする方向で
ある。しかし，他方，これに対して， 「損益計算書項目の表示方法」などに
みられるように， 「一覧性・明瞭性」という名分のもとに， 開示内容を縮少
しようとする簡単化の方向がみられる。
前者の「拡充化方向」は国際的な方向の一つであるので，その展開は望ま
(1) 
しいと思われるが，後者の「縮少化方向」には多くの問題をふくんでいるよ
うに思われる。すなわち， くりかえし指摘したように，例えば損益計算書の
「販売費及び一般管理費」あるいは製造原価明細書の「原価費目」などはも
っと詳しく開示すべきであり，それがディスクロージャーの最も正統な方向
であると思われる。すなわち，このことを前提としての連結情報・セグメン
ト情報などへの拡充化方向があるものと考えられる。
今後の正しい方向への展開が望まれるところである。
(1) 最近におけるヨーロッパ諸国の社会闘連会計の学説や，その開示状況などにつ
いては，拙稿「年次報告書と社会関連情報ーイギリス・ドイツの事例を中心とし
て」（経営研究） 39-5などを参照。
18(304) 第 33 巻第4 • 5号
付表1 MA社の「損益計算書」（第81期）
（単位：百万円）
科 目
第 80期 第 81 期
金 額 百分比 金 額 百分比
I 売 上 高 1,012,610 100.0% 3，町7,613100.0% 
I 売 上 原 価
1.製商品及び半製品期首たな倍liti 78,991 87,667 
2.当期製品製造原価 269,647 814,861 
3.当期商品仕入高 548,227 1,751,794 
合 計 896,866 2,654,323 
4；製 商 匹ロ 振 替 高 5,367 22,687 
5.製商品及び半製品期末たな卸高 87,667 814,566 80.5 92,549 2,584,460 78.8 
m物 品 税 20,521 2.0 68,348 2.1 
売 上 総 利 益 177,5泣 17.5 624,803 19.1 
＂販売費及び一般管理費（注） 167,272 16.5 548,285 16.8 
営 業 利 益 10,250 1.0 76,518 2.3 
v営 業 外 収 益
1.受 取 利 息 9,088 26,764 
2.有 価 証 券 利 息 18,068 63,323 
3.受 取 配 当 金 12,564 26,997 
4.収 入 事 務 費 9,003 28,151 
5.受取技術援助料 6,828 14,467 
6.そ の 他 3,422 58,974 5.8 7,759 167,464 5.1 
w営 業 外 費 用
1.支 払 利 息 11,544 3l,640 
2.社 債 利 息 1,184 4,697 
3.寄 付 金 532 4,710 
4.社 債 発 行 費 4,924 
5.そ の 他 5,177 18,437 1.8 10,284 58,258 1.7 
経 常 利 益 50,786 5.0 185,724 5.7 
頂特 別 利 益
1.固定資産売却益 173 393 
2.関係会社有価証券売却益 173 248 642 
＇ VI 特 別 損 失
1.固定資産売却損 5 5 23 23 
税引前当期純利益 50,954 5.0 186,343 5.7 
法人税及び住民税 24,300 101,000 
当 期 純 利 益 26,654 2.6 85,343 2.6 
前期繰趣利益金 36,053 .36,446 
中 間 配 当 額 9,146 
中間配当に伴う利益準備金積立額 914 
当期未処分利益金 62,708 111,728 
会計情報ディスクロージャーの動向（山上） （305)19 
付表2 MA社の「資金収支の状況」（第81期）
資金収支の状況
最近の資金収支の実績及ぴ資金計画 （単位：百万円）
項 月
資金収支の実績 資金計画
第 80期 第 81期 第81期中間 第82期中問
1.営粟収入 1,176,339 3,222,168 1,559,559 1,890,700 
2．営業外収入
(1)受取利息、受取配当等収入 39,720 117,085 60,465 62,900 
収 (2)その他 19,253 50,357 23,585 29,500 
小 計 (A) 1,235,313 3,389,611 1,643,610 1,983,100 
3.有形固定資産売却益等収入
(1)初移固定資産売却 313 1,853 499 
I (2)投資有価証券売却 58,767 2,688 686 1,600 
入 (3}貸付金回収（含、短期） 9,260 25,416 10,308 300 
事 (')その他の収入
小 計 (B) 68,341 29,958 11,494 1,900 
業 収入合計 (C=A+B) 1,303,654 3,419,569 l,f/5,104 1,985,000 
1.営業支出
活 (I)原材料又は商品仕入 873,612 2,318,552 1,107,908 1,333,900 
(2)人件費支/.1l 110,978 257,515 126,341i 132,700 
動 (3)その他 156,326 442,329 211,671 300,300 
2.営業外支畠
に支 (1)支払利息、割引料等支出 12,728 37,583 18,482 17,000 
(2)その他 5,256 14,415 6,989 8,500 
伴． 小 計 (D) 1,158,902 3,070,397 1,471,397 1,792,400 
3.有形固定資産取得等支昆
う (1)有形固定資産取得 16,120 63,125 31,793 45,000 
(2)投資有価証券取得 18,767 147,912 147,358 81,101 
収 (3)貸付金（含、短期） 146 5,122 5,122 
(4)その他の支出 5,601 658 
支 小 計 (E) 35,034 221,761 184,933 126,101 
出 4.決算支出等
(1)配当金 8,952 16,308 7,162. 9,900 
(2)法人訊 52,124 66,782 35,071 86,400 
(3)その他 162 37 184 150 
小 計 (F) 61,239 83,468 42,418 96,450 
支畠合計 (G=D+E+F) 1,255,176 3,375,628 1,698,749 2,014,951 
事業収支尻 (H=C-G) 48,478 43,941 △ 43,644 △ 29,951 
20(306) 第 33巻第4• 5号
（単位：百万円）
項 月
資金収支の実績 資金計画
第 80期 第 81期 第8頂沖圃 第8旗肘31l
1.短期借入金（含、手形借入金） 100,000 100,000 
I 
収 2.割引手形
資
3.長期借入金
金
4．社債発行 200,000 200,000 
調
5.増資
達
入 6.その他の収入
活
収入合計 (I) 300,000 200,000 100,000 
動
1.短期借入金返済 100,000 100,000 
に
支 2．長期借入金返済（含、一年以内返済予定）
伴
3.社債償還 •— ぅ
出 4.その他の支出 5,679 4,924 700 
収
支出合計 (J) 4,924 100,700 105,679 
支 資金~調達収支尻 (K= I-J) 194,320 . 195,075 △ 700 
m当期総合資金収支尻 (L=H+K) 48,478 238,262 151,430 △ 30,651 
V 低価法適用に伴う評価損等調整額 (M) 453 58 359 
V 期 首 資 金 残 高 (N) 543,877 591,902 591,902 濠1,022,586
VI期 末 残 高 (O=L-M+N) 591,902 829,605 742,974 991,935 
棗MB社との合餅による増加分を含む。
（注） 1.期首・期末資金残高の内訳 （単位：百万円）
t二畠三記胃
